
令和６ 年　７　月　１ 日

東三河広域連合長 　 様

　　私は、 ☑

□下記の被保険者の親族（続柄：　   　 　　　　　　）

住所または所在地

電話　　0532　（　XX　）　XXXX
郵送の場合の送付先

介護保険事業者等名

氏名【担当者名】

☑認定調査票 ☑主治医意見書

＊　申出時点で認定結果が決定していない認定の資料を必要とする場合は、
　認定審査会日以降の資料提供になります。
□介護保険施設等職員名札 □身分証明書（　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

申出日をご記入く
ださい。

申出時申出者の身
分確認を行い、事
務局が記載しま
す。
顔写真付きの身分
証明を提示くださ
い。

［記載例］

窓口交付の場合、
郵送の送付先は記
入不要です。

提供希望の資料の
種類にチェックを
入れてください。
調査票と意見書と
もに希望の場合は
両方にチェックを
入れてください。

対象者の申請日も
しくは認定日をご
記入ください。

提
供
資
料

申
出
者
の
身

分
確
認

申出者について
は、介護事業者も
しくは被保険者本
人及びその親族と
なっています。

また、利用目的は
介護保険サービス
計画を作成するた
めに限ります。
（これ以外の目的
に関する使用はで
きません。）

豊橋市八町通二丁目16番地２　　介護保険課内

〒440-0806　　豊橋市八町通二丁目16番地２　　介護保険課内

東三河居宅介護事業所

広域　花子

広域　太郎 ＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸ

 令和６年　３月　１０日 申請分／認定分

要介護認定等資料提供に係る申出書

記

申
出
者

被
保
険
者

氏名
被保険
者番号

住所 豊橋市八町通九丁目16番地　

下記の被保険者と契約を締結した（しようとして
いる）居宅介護支援事業者又は介護保険施設等、
東三河広域連合介護保険における要介護認定等資
料提供事務取扱要綱（以下「要綱」という。）第
４条第２号から第４号に定める事業者

であることを証するとともに、要綱第５条第１項の規定により、次のとおり申
出ます。
　なお、資料の提供を受けた際は、裏面記載の遵守事項を守り、申出者の責任
で資料を適正に管理することを約束します。

☑新規□更新□要介護・要支援状態区分変更

□新規（要支援から要介護への区分変更）



遵守事項

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

注１）

注２）

参考（要綱抜粋）
要綱第２条第２項各号

要綱第４条第２号から第４号

　申出者は、提供を受けた資料に係る介護保険被保険者（以下「本人」とい
う。）の情報を、要綱第２条第２項各号以外の目的には使用しません。

　申出者は、本人の同意を得ることなく、提供を受けた資料を本人以外の者
に提示又は提供しません。

　申出者は、病名等を本人に提供する場合は、医師の確認のもと本人に見せ
るようにします。

　申出者は、本人の同意を得ることなく、提供を受けた資料を複製しません。

　申出者は、提供を受けた資料を厳重に管理し、適正な保管に努めるととも
に、紛失又は破損した場合は、直ちに東三河広域連合に連絡し、その指示に
従い善処します。

（１）サービス計画作成及び実施
（２）介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設における入所に関する
検討のための委員会での特例入所対象者の判定及び施設への優先入所対象者の判
定

（２）本人と介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントに係る契約を締結、又
は締結しようとしている介護予防支援事業者、基準該当介護予防支援事業者及び
介護予防ケアマネジメントを実施する事業者
（３）本人と居宅介護支援に係る契約を締結、又は締結しようとしている居宅介
護支援事業者及び基準該当居宅介護支援事業者
（４）本人と契約を締結、又は締結しようとしている介護老人福祉施設、介護老
人保健施設、介護医療院、小規模多機能型居宅介護事業者又は介護予防小規模多
機能型居宅介護事業者、看護小規模多機能型居宅介護事業者、認知症対応型共同
生活介護事業者又は介護予防認知症対応型共同生活介護事業者、特定施設入居者
生活介護事業者又は介護予防特定施設入居者生活介護事業者、地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護事業者及び地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

　申出者は、提供を受けた資料を所持する必要がなくなった場合は、速やか
に当該資料（複製したものを含む。）を責任をもって廃棄します。

　申出者は、東三河広域連合長から提供を受けた資料の提示又は提出若しく
は返還を求められたときは、いつでもこれに応じます。

　申出者は、介護保険事業者等の従業者又は従業者であった者が、要綱第６
条第１号から第７号を遵守するよう必要な措置を講じます。

　上記の遵守事項に違反した場合、今後の資料提供が受けられなくなる
場合があります。

　郵送により申出をする場合は、身分確認書類のコピーと返信用封筒を
同封してください。


